
学校法人東京音楽大学における役員の報酬等に関する規程 

 

令和２年４月１日制定 

 

（目的） 

第１条 この規程は、学校法人東京音楽大学（以下「この法人」という。)の寄附行為

第３６条の規定に基づき、役員の報酬等に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義等） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところ

による。 

（１） 役員とは、理事及び監事をいう。 

（２） 常勤の役員とは、法人において勤務することが常態である者をいう。 

（３） 非常勤の役員とは、常勤役員以外の者をいう。 

（４） 役員の報酬等とは、報酬、賞与、通勤手当、退職金、特別功労金その他の役

員としての職務執行の対価として受ける財産上の利益であって、その名称の如

何を問わない。 

（５） 費用とは、役員としての職務執行に伴い生じる旅費（交通費、宿泊費等）及

び手数料等の経費をいう。 

（報酬） 

第３条 役員に対しては、次のとおり報酬を支給するものとする。 

２ 常勤の役員の報酬月額は、別表１のとおりとし、理事会において決定する。 

３ 非常勤の役員の報酬月額は、１８０，０００円とする。 

（賞与） 

第４条 役員に賞与を支給するものとし、別表２に定める算式により算出される額の範

囲内で、理事会において決定する。 

（通勤手当） 

第５条 常勤の役員に通勤手当を支給するものとし、通勤手当の支給要件、支給額は、

学校法人東京音楽大学給与規程（以下「職員給与規程」という。）第１５条の規定を

準用する。 

２ 前項に規定するもののほか、通勤の実情の変更に伴う支給額の改定その他通勤手当

の支給については、職員給与規程の規定を準用する。 

（退職金）  

第６条 退職金は役員が退職した場合その者にこれを支給する。ただし、次の各号の一

つに該当した場合には退職金を支給しない。 

（１） 懲戒による免職 

（２） 禁固以上の刑に処されたことによる退職 



（３） 在職１年未満の退職 

２ 役員が退職後、在職中の勤務に関し、懲戒による免職処分を受ける事由に相当する

事実が明らかになったときには、すでに支給した退職金を返還させ、又は退職金を支

給しないことができる。 

３ 役員が刑事事件に関し起訴された場合において、その判決の確定前に退職したとき

は、退職金は支給しない。ただし、判決の確定によって禁固以上の刑に処せられなか

ったときは、退職時に支給すべきであった退職金を支給する。 

４ 退職金の金額は、役員が退職し又は死亡した日における報酬月額にその在職年数に

応じて別表３に定める算式により算出される額とし、在職期間に１年未満の月数があ

るときは、月割りして計算する。 

５ 前項により算出された金額に１，０００円未満の端数があったときは、これを切り

捨てるものとする。 

（教職員から引き続いて役員となる場合の特例） 

第７条 教職員が役員となるため退職し、かつ、引き続いて役員となった場合における

その在職期間には、その者の教職員としての在職期間を含むものとする。 

２ 前項の規定に該当する役員が退職し、かつ、引き続いて教職員となった場合におい

ては、前条の規定にかかわらず退職金は支給しない。 

３ 教職員が役員となるため退職し、かつ、引き続いて役員となった者が退職する場合

の退職金については、役員としての在職期間を学校法人東京音楽大学教職員退職金支

給規程による在職期間とみなして同規程を準用して得られた額とする。 

 （特別功労金） 

第８条 役員に対しては、在職中特別に功労があった者、重要な役職にあった者に特別

功労金を加算して支給することができる。 

２ 特別功労金の額は、別表４に定める算式により算出される額の範囲内の額で、評議

員会の意見を聴いた上、理事会で決定する。 

 （報酬等の支給日） 

第９条 役員に対する報酬等の支給の時期等は、次の各号による報酬等の区分に応じて、

当該各号に定めるとおりとする。 

（１） 報酬 報酬の支給は、役員が在籍した当月額を対象とし、支給日は原則とし

て毎月２５日とする。ただし、その日が金融機関の不営業日に当たるときはそ

の前日を支給日とする。 

（２） 通勤手当 職員給与規程の規定を準用する。 

（３） 賞与 賞与は６月及び１１月の報酬の支給日に支給する。 

（４） 退職金及び特別功労金 退職金及び特別功労金の支給は、退職又は死亡の日

から１か月以内に支払うものとする。 

２ 報酬等は、現金により本人に支給する。ただし、本人の同意を得れば、本人の指定



する本人名義の金融機関の口座に振り込むことができる。 

３ 役員が死亡した場合は、その報酬等を遺族に支給する。 

 （遺族の範囲及び順位） 

第１０条 役員が在職中死亡したときの報酬等は、次の順位により遺族にこれを支給す

る。 

（１） 配偶者（婚姻の届出をしないが、役員の死亡当時事実上婚姻関係と同様の事

情にあった者を含む。） 

（２） 子、父母、孫、祖父母、兄弟姉妹その他の親族で役員の死亡当時主としてそ

の収入によって生計を維持していた者、又は役員の死亡当時これと生計を一つ

としていた者 

（３） 子、父母、孫、祖父母、兄弟姉妹、その他の親族で前号に該当しない者 

２ 報酬等の支給を受ける順位は前項各号の順位により、第２号又は第３号に掲げる者

のうちにあっては同号に掲げる順位による。この場合において、父母については養父

母を先にし、実父母を後にする。祖父母については養父母の父母を先にし、実父母の

父母を後にし、父母の養父母を先にし、父母の実父母を後にする。その他の親族につ

いては、役員との親等の近いものを先順位とする。 

３ 報酬等の支給を受けるべき遺族のうち、同順位の者が２人以上ある場合は、その人

数により等分して支給する。 

４ 役員が遺言で前項までに規定する者のうち特定の者を指定した場合には、前項まで

の規定にかかわらずこの指定した者に支給する。 

 （費用） 

第１１条 役員には、別に定める旅費規程に基づいて、旅費を支給する。 

２ 役員が職務の執行に当たって旅費以外の費用を要する場合は、当該費用を支給する。 

 （公表） 

第１２条 この法人は、この規程をもって、私立学校法第６３条の２第４号に定める報

酬等の支給の基準として公表する。 

（補則） 

第１３条 この規程の実施に関し必要な事項は、理事長が理事会の議決を経て、別に定

める。 

 （規程の改廃） 

第１４条 この規程の改廃は、評議員会の意見を聴いた上で、理事会の議決を経て行う

ものとする。 

 

附  則 

１ この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

２ 学校法人東京音楽大学役員給与規程（平成５年４月１５日制定）及び学校法人東京



音楽大学役員退職金支給規程（平成５年４月１日制定）は、廃止する。 

 

別表１ 常勤の役員の報酬 

号 俸 報酬月額 

１ ７０６，０００円 

２ ７６１，０００円 

３ ８１８，０００円 

４ ８９５，０００円 

５ ９６５，０００円 

 

 

 別表２ 役員の賞与 

常勤の役員 
  ６月期 報酬月額×２．１か月分 

１２月期 報酬月額×２．３か月分 

非常勤の役員 各  期 報酬月額×２か月分 

 

 別表３ 退職金の計算 

常勤の役員 報酬月額×役員在職年数 

非常勤の役員 報酬月額×役員在職年数×２分の１ 

 

 別表４ 特別功労金の上限 

常勤の役員 退職金額の２分の１ 

非常勤の役員 退職金額の３分の１ 

 


